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本紙の中で、中小企業とは、中小企業基本法第２条第１項の規定に基づく「中小企業者」をいう。

また、小規模企業とは、同条第５項の規定に基づく「小規模企業者」をいう。さらに、中規模企業

とは、「小規模企業者」以外の「中小企業者」をいう。「中小企業者」、「小規模企業者」については、

具体的には、下記に該当するものを指す。 

 

 

業種 

中小企業者 

（下記のいずれかを満たすこと） 
うち小規模企業者 

資本金 常時雇用する従業員 常時雇用する従業員 

①製造業・建設業・運輸業 

その他の業種（②～④を除く）※ 
３億円以下 300 人以下 20 人以下 

②卸売業 １億円以下 100 人以下 ５人以下 

③サービス業※ 5,000 万円以下 100 人以下 ５人以下 

④小売業 5,000 万円以下 50 人以下 ５人以下 

※下記業種については、中小企業関連立法における政令に基づき、以下のとおり定めている。 

【中小企業者】 

①製造業 

ゴム製品製造業：資本金３億円以下又は常時雇用する従業員 900 人以下 

③サービス業 

ソフトウェア業・情報処理サービス業：資本金３億円以下又は常時雇用する従業員 300 人以下 

旅館業：資本金５千万円以下又は常時雇用する従業員 200 人以下 

【小規模企業者】 

③サービス業 

宿泊業・娯楽業：常時雇用する従業員 20人以下 
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（実額（億円））

区分 2019年度（参考値）2020年度（参考値）

*2021.9.30速報 *2021.9.30速報

県内総生産（名目） 195,994 198,080 200,409 194,497
（対前年度増加率） （2.1） （1.1） （0.7） （-3.0）

県内総生産（実質） 189,395 191,017 198,032 191,058
（対前年度増加率） （2.3） （0.9） （3.2） （-3.5）

県民所得 146,989 147,359
（対前年度増加率） （3.1） （0.3）

- -

2017年度 2018年度

中小企業の動向及び令和２年度中小企業振興施策の実施状況 

【概要版】 

―福岡県中小企業振興基本計画年次報告― 

第１部 中小企業の動向 

第１章 福岡県経済の動向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図表 県内総生産（名目・実質）と県民所得 

 

出所：福岡県調査統計課 

 「平成 30(2018)年度福岡県民経済・ 

市町村民経済計算報告書」 

 「福岡県県民経済計算四半期別速報 

(2021 年 4 月-6 月期)」 

２ 鉱工業の動向 

2020 年の鉱工業生産指数は、新型コロナウ

イルス感染拡大の影響により、主要８業種中７

業種において前年を下回った。一方、前年に

低下した電子部品・デバイスは大きく上昇した。 

(注) 2015 年を 100 とする。2020年の指数は補正前のもの。 

出所： 福岡県調査統計課「福岡県鉱工業指数」より作成 

図表 主要業種の鉱工業生産指数の推移（福岡県） 

３ 設備投資 

2020 年度(実績)は、新型コロナウイルス感染拡大による影響で、国内外経済の先行きが見通せな

い状況から、全産業において４年ぶりの減少。2021 年度（計画）は、自動車のモデルチェンジ対応投

資のある輸送用機械や、不動産開発投資などがある不動産や運輸などの増により、全産業で前年度

比 15.8%の増加となる見込み。 

 図表 設備投資額の推移（福岡県） 

 

(注) 2021 年度については計画の数値を記載 
出所： （株）日本政策投資銀行 

「九州地域設備投資計画調査」より作成 

１ 県内総生産 
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４ 貿易 ５ 企業倒産 

図表 貿易額（福岡県）及び為替レートの推移 図表 企業倒産の推移（福岡県） 

2020年の本県の企業倒産件数は、前年から89

件減少して 292 件となった。 

2020年における福岡県の貿易額は、新型コロナ 

ウイルス感染拡大による世界経済の悪化を背景に

昨年に引き続き減少し、7.1 兆円となった。 

出所：門司税関「九州経済圏各県別の貿易」、 

IMF「Principal Global Indicators」より作成 

出所：(株)東京商工リサーチ「九州・沖縄地区企業倒産状況」 

より作成 

６ 家計消費 

県内の百貨店・スーパー販売額は、2020 年はコロナ禍での休業や営業時間短縮、外出自粛、インバウ

ンド消費減少の影響により前年比 10.9％減となった。インターネットを利用した支出は、年々増加傾向にあ

り、2020 年は前年比 11.6％増となった。 

図表 百貨店・スーパー販売額の推移（福岡県） 

出所：経済産業省「商業動態統計」より作成 
注 2020年の前年比増減率▲10.9%は、2020年3月の調査対象事業所見直しに伴う調整処

理により算定しているため、上記販売額から算定される前年比増減率と一致しない。 

７ 賃金 

本県における 2020 年の「きまって支給する給

与」の年平均額は、一般労働者は減少、パートタ

イム労働者は上昇。 

図表 きまって支給する給与の推移（福岡県） 

(注) 「きまって支給する給与」は所定内給与と超過労働給与をあわせたもの 

出所 ：福岡県調査統計課「毎月勤労統計調査地方調査」より作成 

図表 インターネットを利用した支出状況（九州・沖縄） 

出所：総務省「家計消費状況調査」より作成 
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第２章 中小企業を取り巻く環境 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

１ 消費市場の縮小 

本県の人口は 2019 年 10 月 1 日時点の推計人口で、調査開始以降、初めて前年比で減少となってお

り、生産年齢人口（15～64 歳）は、2000 年をピークに減少に転じている。 

図表 年齢区分別人口の推移（福岡県） 

出所：福岡県総合政策課「第２期福岡県人口ビジョン・地方創生総合戦略」 

図表 年齢階級別人口（福岡県） 

(注) 労働力人口とは、就業者と完全失業者を合わせたもの 

出所：「国勢調査」より作成 

２ 労働力市場の需給状況 

(注) 完全失業率は、モデル推計によるもので、全国結果に比

べ結果精度が十分に確保できないとみられることから、

結果の利用に当っては留意する必要がある。 

出所：福岡労働局「雇用失業情勢」 

総務省統計局「労働力調査」より作成 
       

新型コロナウイルス感染症の影響により、県内における 2020 年平均の有効求人倍率は 1.15 倍と、

前年の 1.57 倍を 0.42 ポイント下回った。単年での下げ幅としては、リーマンショック時を超え、過去最

大。また、完全失業率は3.0%となり、前年から0.2ポイント上昇した。2015年の国勢調査によると、労働力

市場からの退出が進む団塊世代（65～69 歳）、ポスト団塊世代（60～64 歳）と、新たに参入してくる世代（20

～24歳及び 15～19歳）との間に人口ギャップがあり、今後の労働力不足が懸念される。 

図表 有効求人倍率及び完全失業率の推移 
（福岡県） 
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図表 貿易におけるアジアの割合の推移（福岡県） 

３ 貿易 

2020 年の本県の貿易全体に占めるアジアの割合は、輸出では 71.0％(全国 57.3％)、輸入では 76.9％(全

国51.1％)で、成長が著しいアジアの割合が高くなっている。 

＜輸入＞ 

４ 外国人入国者数 

2020 年の本県への外国人入国者数は、新型コロナウイルス感染拡大に伴う入国制限により大幅に減少

し、前年比88.4％減の 330千人となった。 

出所：法務省「出入国管理統計」より作成 

図表 外国人入国者数の推移（福岡県） 

＜輸出＞ 

出所：財務省「貿易相手先国上位１０カ国の推移」、門司税関「九州経済圏各県別の貿易」より作成 

2019年 2020年 構成比 前年比

2,845 330 100.0% 11.6%
2,251 272 82.4% 12.1%

韓国 1,218 122 37.0% 10.0%
中国 231 27 8.2% 11.7%
台湾 352 50 15.2% 14.2%
中国〔香港〕 216 32 9.7% 14.8%
インドネシア 8 1 0.3% 12.5%
マレーシア 37 6 1.8% 16.2%
フィリピン 45 9 2.7% 20.0%
ベトナム 31 10 3.0% 32.3%
タイ 59 7 2.1% 11.9%
シンガポール 19 2 0.6% 10.5%

48 5 1.5% 10.4%
英国 13 1 0.3% 7.7%
フランス 6 1 0.3% 16.7%

40 6 1.8% 15.0%
米国 28 4 1.2% 14.3%
カナダ 11 1 0.3% 9.1%

13 2 0.6% 15.4%
オーストラリア 11 1 0.3% 9.1%

その他 2 0 0.0% 0.0%
491 45 13.6% 9.2%

ヨーロッパ計

(単位：千人）

総数
アジア計

北アメリカ計

オセアニア計

船舶観光上陸数
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第３章 中小企業の動向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

180,000

1999 2001 2004 2006 2009 2012 2014 2016

462 437 367 396 384 333 350 337

23,727 23,504 22,717 21,906 22,031 21,101 23,392 22,168

150,783 148,141
138,114

131,263 132,668
121,401 119,666

112,884

174,972
172,082

161,198
153,565 155,083

142,835 143,408

大企業 中規模企業 小規模企業

（者）

（年）

135,389

１ 中小企業の企業数 

図表 開業率の推移（全国・福岡県） 図表 企業数の推移（福岡県） 

2020 年の本県の開業率は、前年度から上昇

し、6.04％となった。 

２ 開業率 

本県の中小企業数は13万５千で、県内企業数

の 99.8％を占め、そのうち、83.4％は小規模企

業。中小企業数は、長期的に減少傾向にある。 

出所：厚生労働省「雇用保険事業月報・年報」より作成 

図表 中小企業の業種別従業員過不足ＤＩの推移（福岡県） 

３ 人手不足の状況 

(注) 2009 年以降、調査集計方法が変更されたため、2006 年以前と

単純に比較することは適切ではない。 

出所：中小企業庁「中小企業白書 2021 年版」より作成 

出所：独立行政法人中小企業基盤整備機構「中小企業景況調査」より作成 

本県の中小企業における従業員過不足ＤＩ（従業員の今期の状況について、「過剰と答えた企業の割合」から、

「不足と答えた企業の割合」を引いたもの）は、2009 年頃から低下傾向にあり、2020 年は新型コロナウイルス感

染拡大の影響により一時的に上昇したが、依然として人手不足感が強い状況が続いている。 
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中小企業経営者の最も多い年齢層は、1995 年は 50～54 歳だったが、2020 年では 60～74 歳に分散し

ている。 

経営指導員等による事業承継診断の結果、中小企業のうち、後継者候補がおらず、事業の売却・譲渡

先の候補がない等の企業は 37％に上る。また、後継者候補がいても事業承継の準備に着手していない等

の企業が 30％あり、これら 67％の企業に対し、事業承継の取組みを働きかけていくことが重要。 

 

図表 中小企業経営者の年齢分布の推移（全国） 

図表 後継者の決定状況（福岡県） 

出所：中小企業庁「中小企業白書 2021 年版」 
※2020 年は 2020 年９月末時点のデータを集計 

４ 経営者の高齢化と事業承継 

0%

5%

10%

15%

20%

25%

1995年
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2015年

2020年

※経営指導員等による事業承継診断の実施 10,253 者（平成 30 年度～令和２年度累計） 

※「その他」は、一部未回答など集計できない回答を含む 

意思を伝えて準備に取り掛かって
いる

2,099 (20.5%)

意思を伝えたが準備に取りかかっ
ていない

1,538 (15.0%)

本人に会社を託す意思を伝えてい
ない

1,465 (14.3%)

その他 89 (0.8%)

事業の売却・譲渡先の候補がある 140 (1.4%)

事業の売却・譲渡先の候補がない 3,618 (35.3%)

その他 176 (1.7%)

1,128 (11.0%)

10,253

回　　答 企業数  (割合)

合　　計

後継者候補
がいる

（50.6%）

未回答など

後継者候補
がいない

（38.4%）

計 67.1％

経営者への

働きかけが

必要

30.1%

37.0%
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５ デジタル化 

本県が実施したアンケートの結果、IT の導入、活用状況について、65%が「実施している・検討中」、35%

が「非実施・検討していない」と回答。 

「実施している・検討中」と回答した企業においては、現在導入しているもの、今後導入予定のものは、い

ずれも「SNS を活用した販路拡大」が最も多くなっており、コロナ禍における販路拡大への取り組みへの活

用が一因と考えられる。 

「非実施・検討していない」理由としては、「経営者の IT への理解不足」、「費用対効果」等が多く、中小

企業のデジタル化に対する理解を深めていくことが重要。 

図表 IT の導入・活用状況 

図表 IT 導入の制約・ネックになっていること 

図表 現在、IT 導入しているもの 

図表 今後、IT 導入する予定のもの 

出所：福岡県商工政策課アンケート

調査（令和３年７月～９月）より作成 

（調査対象）県内中小企業 1,220 社 

注）IT の導入・活用状況について

「非実施・検討していない」と回答

した 430 社を対象（複数回答可） 

注）IT の導入・活用状況について

「実施している・検討中」と回答し

た 790 社を対象（複数回答可） 

注）IT の導入・活用状況について

「実施している・検討中」と回答し

た 790 社を対象（複数回答可） 
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第２部 令和２年度中小企業振興施策の実施状況 

１.中小企業の創業の促進を図るための施策 

基本計画の施策 令和２年度の主な取組内容 

(1)創業希望者
の確保及び
育成 

①創業に関す
る意識の醸
成 

・創業希望者や創業して間もない方を対象とした創業セミ
ナー等を開催し、１，５７６人が参加 

・大学が行うベンチャー起業家出前講座へベンチャー企業
経営者を講師として５件派遣  など 

②地域におけ
る創業支援
の促進 

・市町村や商工会議所、商工会の職員を対象にした創業支
援スキルの向上支援 

・「福岡よかとこビジネスプランコンテスト」の開催  
など 

③首都圏等か
らの県内創
業者の発掘 

・起業を検討している地域おこし協力隊員に対し、起業準
備に向けた研修を開催 

・「福岡よかとこビジネスプランコンテスト」において、
ビジネスプランを県内外から広く募集し、県外から１０
件の応募  など 

(2)創業者によ
る事業計画
策定の促進 

①事業計画の
策定支援 

・商工会議所、商工会と連携した創業セミナーやワークシ
ョップ等の開催を通じ、創業計画策定を支援。 

・フクオカベンチャーマーケットを開催し、登壇企業のプ
ランをブラッシュアップ  など 

(3)創業に必要
な資金の円
滑な供給 

①資金調達の
支援 

・県制度融資「新規創業資金」により１８１件、約９．０
億円の低利の融資を実施  など 

(4)その他創業の促進を図るため
に必要な施策 

・九州・山口ベンチャーマーケットを開催し、１８社がビ
ジネスプランを発表 

・インキュベーションルーム１９３室の提供等により、成
長産業に取り組むベンチャー企業を支援  など 

 
【目標指標の進捗】 

指標 
当初値 

(H29 年度) 

目標値 

(R3 年度) 

実績値 

(R2 年度) 
達成状況 

ビジネスプランコンテストへの
応募件数 

５３件 

(単年度) 

１００件 

(単年度) 

７１件 

(単年度) 

実績値は、当初値より

18 件増えているもの

の、進捗目安を下回っ

ている。 

創業支援事業等を活用して創業
した件数 

９６６件 

(単年度) 

 

５,４００件 

(累計値) 

 

３，０８５件 

(累計値) 

(R1 年度) 

R2 年度実績値は R4.3

月把握予定 

 

 
※目標値（単年度）：当初値と比較してどれだけ実績値の向上があったかに着目する目標指標。 
※目標値（累計値）：計画終了時において、どれだけ成果の蓄積があったかに着目する目標指標。 
なお、累計値の実績は、平成 29 年度の当初値に平成 30～令和 3年度の実績値を加算したもの。 
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２.中小企業者の経営基盤の強化の促進を図るための施策 

基本計画の施策 令和２年度の主な取組内容 

(1)経営基盤強
化に係る計
画策定の促
進 

①事業計画の策
定支援 

・商工会議所、商工会の経営指導員による巡回指導や窓口
相談、専門家の派遣により、事業計画策定を支援 

・地域中小企業支援協議会、商工会議所、商工会を通じ、
事業計画作成の重要性を理解し、習得できるセミナー等
を６１回開催し、延べ４７２人が参加  など 

(2)事業活動を
担う人材の
確保及び育
成 

①県内中小企業
の魅力の発信
と人材確保力
の強化 

・地元理工系大学生等を対象に、開発現場の見学や技術者
との意見交換を行う現場交流会を行い、５７人が参加 

・正規雇用促進企業支援センターにおいて、企業の人材確
保等に関する助言やセミナーなどを実施  など 

②企業と人材の
マッチング支
援 

・若者就職支援センター、中高年就職支援センターの支援
で４，８６８人が就職 

・県内４か所の子育て女性就職支援センターの支援で 
４８２人が就職 

・７０歳現役応援センターの支援で１，７１０人の就職等
が実現  など 

③ＵＩＪターン
就職の促進 

・UIJ ターン就職支援協定を締結している東京圏、近畿圏及
び中京圏の大学と連携し、学内企業説明会等を実施 

・ウェブ形式での合同会社説明会及びインターンシップを
実施  など 

④従業員等の技
能向上支援 

・高等技術専門校や民間教育訓練機関で公共職業訓練を実
施し、求職者の技能習得と就職を支援 

・若手女性のキャリアアップセミナーや、育児休業中の女
性の円滑な職場復帰を支援するセミナーの開催等により
女性の活躍を推進 

・民間事業者向けの「コージェネレーション導入セミナ
ー」や太陽光発電事業者向けの「メンテナンス普及啓発
セミナー」を開催  など 

⑤安心して働け
る労働環境整
備の促進 

・正規雇用促進企業支援センターの支援で９３９人の正規
雇用が実現 

・「よかばい・かえるばい企業」への新規登録拡大、アドバ
イザーによる個別伴走支援等により企業における働き方
改革を推進 

・若手社員の離職防止を図るコミュニケーション推進研修
を実施し、２６９人が受講 

・「子育て応援宣言企業」登録の働きかけ等により仕事と子
育ての両立を支援、令和２年度末時点で７,５５５社登録 

・テレワークを活用した障がい者雇用の具体的な導入事例
をまとめた報告書を作成し、企業等に配布 

・「福岡県外国人材受入企業相談窓口」での相談対応や「外
国人雇用をもっと知ろう！外国人材受入Ｑ＆Ａ」の作成
等を通じて、外国人材の受け入れ環境を整備  など 

(3)事業活動に
必要な資金
の円滑な供
給 

①資金調達の支
援 

・中小企業者の資金繰りを支援するため、「長期経営安定資
金」等の制度融資により５２，１８１件、約８，９１３
億円の低利の融資を実施  など 

(4)情報通信技
術、商談会
等を活用し
た販路開拓
の促進 

①インターネッ
ト活用による
販路開拓支援 

・商工会議所、商工会を通じて、インターネット活用に関
するセミナー等を開催  など 
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②商談会等の活
用による販路
開拓支援 

・常設店舗「ＤＯＣＯＲＥふくおか商工会ショップ」によ
るテストマーケティング 

・地場産業や伝統的工芸品の展示会・商談会を開催 など 

③ビジネスマッ
チングの促進 

・自動車産業アドバイザーによるマッチング支援を行い、
８社で取引が成立 

・「IoT ビジネスフォーラム福岡」を開催し、県内 IT ベンダ
ーと顧客側とのマッチングを図るイベントを実施 など 

(5)事業承継の
円滑化の促
進 

①事業承継に関
する意識の醸
成 

・福岡県事業承継支援ネットワークにおいて、商工会議
所、商工会の経営指導員等による事業承継診断や金融機
関による簡易事業承継診断を実施  

（事業承継診断１０，２５３件、簡易診断５，８６０件） 
※平成３０年度からの累計値 

・商工会議所、商工会において、事業承継の重要性などの
理解を促す後継者育成セミナー等を開催  など 

②円滑な事業承
継等の実行支
援 

・福岡県事業承継支援ネットワークにおいて、専門家の派
遣により、事業承継の課題解決に向けたアドバイスを実
施（派遣件数１３９件） 

・福岡県事業引継ぎ支援センターにおいて、譲渡希望者と
引継ぎ希望者のマッチング等を行い、４２件成約 など 

(6)その他経営基盤の強化の促進
を図るために必要な施策 

・地域中小企業支援協議会において、意欲ある中小企業を
「重点支援企業」として選定し、事業計画策定から実行
まで一貫して支援 

・福岡県中小企業団体中央会を通じ、中小企業の組織化及
びその組織の相談指導等を支援 

・「福岡県中小企業生産性向上支援センター」において、生
産性向上に関する専門家の企業診断を実施 

・企業向け防災セミナーを開催し、事業継続計画(ＢＣＰ)
を解説（参加者数延べ１５１人）  など 

 
【目標指標の進捗】 

指標 
当初値 

(H29 年度) 

目標値 

(R3 年度) 

実績値 

(R2 年度) 
達成状況 

県の支援により域外への販路開
拓のための展示会や商談会に出
展する企業数 

１,０２６社 

(単年度) 

１,１００社 

(単年度) 

９６６社 

(単年度) 

新型コロナウイルス感染

症拡大の影響を受け目

標値に達しなかった 

若者しごとサポートセンター、
30 代チャレンジ応援センター
（現若者就職支援センター）に
よる就職者数 

８,０１０人 

(単年度) 

３７,０００人 

(累計値) 

２２，７１５人 

(累計値) 

当初値から１４，７０５人

増加したが、新型コロ

ナウイルス感染症によ

り、進捗に影響が出て

いる 

公共職業訓練受講者の就職率 
(施設内訓練) 

８７％ 

(単年度) 

９０％ 

(単年度) 

８５．４％ 

(単年度) 

雇用情勢悪化の影響も

あり、当初値から 

１．６ポイント減少 

福岡県事業承継支援ネットワー
クによる事業承継診断の実施件数 

―  
１３,２００件 

(累計値) 

１０，２５３件 

(累計値) 
順調に進捗 

重点支援企業のうち売上又は経
常利益が向上した企業数 

２０６社 

(単年度) 

２８０社 

(単年度) 

２６３社 

(単年度) 

目標値を下回ったが、

コロナ禍のなか一定の

成果が表れた 



12 

３.中小企業者の新たな事業展開の促進を図るための施策 

基本計画の施策 令和２年度の主な取組内容 

(1)新たな事業
展開に係る
計画策定の
促進 

①事業計画の策
定支援 

・地域中小企業支援協議会に「経営革新計画策定指導員」
を配置し、経営革新計画の作成をきめ細かく支援 

・経営革新計画の立案から計画承認後のフォローアップま
で一貫した支援を実施  など 

(2)新たな事業
活動を担う
人材の確保
及び育成 

①人材確保の支
援 

・福岡県プロフェッショナル人材センターによりプロフェ
ッショナル人材の確保を支援し、７７件成約 など 

②人材の育成支
援 

・成長産業分野への参入を支える人材や、企業の事業拡大
を担う専門人材等の育成を支援  など 

(3)技術の高度
化の促進 

①研究機関等に
よる技術支援 

・工業技術センターにおいて、県内ものづくり中小企業の
新技術・新製品開発から事業化までを総合的に支援する
ため、受託・共同研究６６件、技術相談８，３４８件、
試験分析１１，０４２件を実施 

・各工業技術センターに設置したラボにおいて、中小企業
の製品開発を支援  など 

②成長分野への
参入促進 

・水素・燃料電池分野への参入を目指す企業に対し、技術
指導や助言を行うアドバイザーを延べ７社に派遣 

・電動車に関する地元企業の技術習得を支援するため、「自動車
電動化技術道場」を開催 

・ふくおか医療福祉関連機器開発・実証ネットワークを活
用し、医療機関等と連携した機器開発、医療機器の認証
申請等８件を支援 

・有機光エレクトロニクス実用化開発センターにおいて、
有機 EL 材料の実用化を支援するとともに有機光エレクト
ロニクス分野への県内企業の参入を４件支援 

・ブロックチェーン技術に対する認知度を高め、ブロックチェーン技
術の導入促進につなげてもらうため「福岡県ブロックチェーンフォ
ーラム」を開催 

・工業技術センター機械電子研究所に設置している、専任
職員を配置した「航空機産業技術支援グループ」におい
て、県内企業に対する技術支援を実施  など 

③産学官連携等
による研究開
発の支援 

・福岡県バイオ産業拠点推進会議において、バイオテクノ
ロジー関連分野の新製品・新技術開発１６件を支援 

・福岡県 IoT 推進ラボにおいて、「施設野菜の生育状況測定
システム」等の IoT プロジェクトを１２件支援 

・社会システム実証センターにおいて、IoT 製品の試作開発
機器を提供 

・事業効果や実現可能性が高い研究テーマについて、リサ
イクル技術等の研究会を１０件設置、実用化に向けた共
同研究プロジェクトを２件推進  など 

④知的財産の取
得・活用支援 

・県内３か所の知的財産支援センターにおいて、特許流通
コーディネーターを配置し、特許ニーズ等を掘り起こす
ことで、開放特許を活用した新製品開発を促進  など 

(4)新たな商品
及び役務の
開発の促進 

①デザイン活用
の促進 

・デザイン性の優れた商品を表彰するデザインアワードの
過去の受賞商品について、パンフレットでのＰＲや商談
力強化のためのセミナー等を実施。 

・伝統的工芸品と有名企業等とのコラボレーションによ
り、博多織や小石原焼、高取焼と婦人向け雑誌「家庭画報」のク
リエイターのコラボ商品を開発  など 
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②異業種連携や
６次産業化の
支援 

・「ふくおか６次産業化・農商工連携サポートセンター」に
おいて、６次産業化に取り組む農林漁業者に対し６次産業化プ
ランナーを派遣し、計画推進上の課題解決を支援 

・東京の販売店にて、「福岡県６次化商品ＰＲ販売会」を開
催し、１１社が参加  など 

③新サービスや
技術の事業化
支援 

・経営革新計画承認企業を対象に、計画に基づく新製品の開
発に要する経費の一部を４件助成  など 

(5)アジアをは
じめとする
海外展開の
促進 

①海外展開に関
する意識の醸
成 

・福岡アジアビジネスセンターにおいて、海外展開を考え
る企業を対象に、必要な情報提供のためのセミナーを開
催し、延べ４０２人が参加 

・（公財）福岡県中小企業振興センター、商工会議所、商工
会において、セミナー等を開催し、海外展開の重要性に
ついての理解を促進  など 

②海外展開に係
る情報の提供
及び助言 

・福岡アジアビジネスセンターの国別・分野別の登録アド
バイザー等の支援により、３０件の海外展開実現 

・海外事務所において、現地販路の紹介など計３８１件の
支援を実施  など 

③海外企業との
交流や商談の
促進 

・タイ、ベトナムへの販路拡大に関心のある県内企業と現地企業と
の個別商談会をオンラインで実施 
・「福岡産酒と中華料理の ペアリングパーティー」を実施し、上海
市内の中華料理店経営者等に福岡県産酒（6 銘柄）を PR など 

(6)その他新たな事業展開の促進
を図るために必要な施策 

・経営革新支援資金で１件、約１百万円の資金調達を支援 
・経営革新計画の承認を受けた企業に対し、第三者機関が

技術力・成長力・経営力を総合的に評価し、円滑な資金
調達を支援 

・グリーンアジア国際戦略総合特区制度の活用を促進  
Ｒ２年度までの設備投資企業数７３社、設備投資総額約
３,６７６億円、新規雇用者数約１,７９０人  など 

 
【目標指標の進捗】 

指標 
当初値 

(H29 年度) 

目標値 

(R3 年度) 

実績値 

(R2 年度) 
達成状況 

経営革新計画策定企業のうち売
上が向上した企業数 

１５１社 

(単年度) 

７５０社 

(累計値) 

６６０社 

(累計値) 

当初値から５０９社増加 

し、順調に進捗 

県の支援により成長産業分野で
製品の実用化を実現した件数 

６６０件 

(累計値) 

１,０００件 

(累計値) 

９５１件 

(累計値) 

当初値から２９１件増加

し、順調に進捗 

次世代産業分野への参画企業数 ７８社 
(累計値) 

１３０社 

(累計値) 

１１７社 

(累計値) 

当初値から３９社増加

し、順調に進捗 

福岡アジアビジネスセンターの
支援による中小企業の海外展開
成約件数 

３４件 

(単年度) 
１５０件 
(累計値) 

１２５件 

(累計値) 

３０件／年度の目標に

対し、１２５件／４か年

のため、順調に進捗 
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４.小規模企業者の事業の持続的な発展を図るための施策 

基本計画の施策 令和２年度の主な取組内容 

(1)事業の持続
的な発展に
係る計画策
定の促進 

①事業計画の
策定支援 

・商工会議所、商工会において「経営発達支援計画」を策
定し、事業者の経営戦略に踏み込む伴走型支援を実施 

・地域中小企業支援協議会、商工会議所、商工会、ふくお
かサポート会議を通じ、小規模企業の事業計画の重要性
について理解促進を図り、計画策定を支援  など 

(2)生産性の向
上の促進 

①生産性向上
に係るノウ
ハウ等の習
得支援 

・商工会議所、商工会等を通じ、生産性向上のためのセミ
ナー等を開催し、延べ４７１人が参加  など 

②生産性向上
に向けたＩ
ＣＴ等の活
用支援 

・ 「福岡県キャッシュレス導入支援総合情報サイト」の運営やセ
ミナーの開催などによるキャッシュレス決済の普及促進 

・福岡県中小企業生産性向上支援センターにおいて、中小
企業診断士や技術士が企業の現場に出向き、生産性向上
に関する企業診断を実施。その結果を踏まえて、豊富な
経験を持つアドバイザーが現場の実態に合わせて生産性
向上の取組みを支援（支援件数８２件）  など 

②地域の特性
を活かした
付加価値の
向上支援 

・地域の特産品ブランドの販路路拡大に向け、ＰＲを実施 
・観光地域づくりを進めるための検討会を４地域に設置

し、旅行商品造成を支援 
・商店街のアーケード改修など施設整備や商店街マップの

作成など活性化事業を支援  など 

(3)その他小規模企業者の事業の
持続的な発展を図るために必
要な施策 

・経営指導員の巡回指導や専門家の派遣により経営全般に
わたり支援 

・県内小規模事業者の資金繰りを支援するため、制度融資
「小規模事業者振興資金」により、２５８件、約１５億
円の低利の融資を実施 

・商工会議所、商工会が「事業継続力強化支援計画」を策
定し、自然災害等に備える小規模事業者を支援  など 

 
【目標指標の進捗】 

指標 
当初値 

(H29 年度) 

目標値 

(R3 年度) 

実績値 

(R2 年度) 
達成状況 

商工会議所、商工会の経営指導
員による経営改善等指導件数 

９１,６２５件 

(単年度) 

(H28 年度) 

９８,５００件 

(単年度) 

 

７６，０１１件 

(単年度) 

 

新型コロナウイルス感

染症等の影響により目

標値を下回った 

売上又は経常利益が向上した重
点支援企業のうち小規模企業数 

１７９社 
(単年度) 

２２２社 

(単年度) 
 ２２３社 

(単年度) 
目標値を上回った 
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◎ 新型コロナウイルス感染症への対応状況 

分類 令和２年度の主な取組内容 

(1) 事業継続
の支援 

①資金繰り対
応の強化 

・無利子・無担保、保証料ゼロの「新型コロナウイルス感
染症対応資金」を創設し、資金繰り支援を強化（保証承
諾件数４５，９６９件、金額７４５，２０３百万円） 

・通話料金無料の「フリーダイヤル経営相談窓口」等によ
る経営相談窓口（相談件数１４６，６００件） など 

②持続化緊急
支援金・家
賃軽減支援
金等の給付 

・国の「持続化給付金」の対象とならない一定の事業者に対
し、支援金を給付（給付済件数２５，７５２件） 

・国の「家賃支援給付金」の対象事業者に対し、県独自の家
賃軽減支援金を上乗せして給付（給付済件数２６，５１６
件、金額２，１６５百万円） 

・営業時間短縮の要請に応じた飲食店等に対し協力金を給付（給付  
済延べ件数５９，０９９件、金額６７，７２８百万） など  

(2)「新しい生
活様式」
を踏まえ
た産業・
社会の活
性化 

① デジタル
トランスフ
ォーメーシ
ョン（DX)の
推進 

・工業技術センターに「デジタル化実証支援ラボ」を新設
し、ものづくり企業のニーズに基づいた共同研究や技術
指導を実施 

・中小企業の DX 導入を加速させるため、現場ニーズに対応
したシステムを開発する県内 IT 企業を４件支援  など 

② 生産性向
上支援 

・生産性向上支援センターの生産性アドバイザーの支援を受
けて行う、生産性向上の取組みや自動化装置等の導入を 
２１件支援 

・売上が１５％以上減少した事業者に対し、中小企業診断
士、社会保険労務士、税理士等の専門家派遣を無償化し、
事業継続を支援（無償化件数１１９件） 

③ 「新しい
生活様式」
を踏まえた
製品開発・
販路拡大等
支援 

・新たな研究・製品開発等を支援するため、売上が１５％以
上減少した中小企業・小規模事業者に対し、１７の既存補
助金の補助率を嵩上げし、１８２件を支援 

・ＩＴ技術等を活用した非接触・非対面モデルや治療薬、医
療機器など、コロナ禍における新たなビジネスに特化した
ベンチャーマーケットを開催（会場参加者数７５人、視聴
申込者数１３４人）  など 

④ 地域経済
の活性化支
援 

・プレミアム付き地域商品券の発行規模拡大、プレミアム分
上乗せを実施し、１５５団体が発行 

・百貨店での物産展の開催中止等の影響を受ける中小企業者の
販路確保を支援するため、県産品を割引価格でネット販売す
る「福岡県ウェブ物産展」を開催（総売上約３２億円） 

・「福岡の避密の旅」観光キャンペーンにより、本県の宿泊施設
を利用する旅行者の宿泊料金の割引等を実施  など 

(3)治療薬等の開発 
・新型コロナウイルス感染症治療に繋がる研究開発を支援
（提案者：（株）ボナック（久留米市）） 

(4)雇用の維持・就労に関する
支援 

・労務管理等の専門家が、国の雇用調整助成金の活用や労働
者が安心して休暇を取得できる制度の導入等について、個
別相談会等により企業に対するコンサルティングを実施
（支援実績：延べ３４１社） 

・県内企業等が、海外から外国人技能実習生等を受け入れる
際、国による新型コロナウイルス感染症に関する水際対策
（公共交通機関不使用や宿泊施設等における待機）に対応
するために負担する経費の一部について補助を実施（助成
実績：交付決定４５７件、対象となった外国人技能実習生
等の人数１，３３７人）  など 


